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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円) 8,278,878 9,135,999 10,560,781 17,246,481 19,403,396

経常利益（千円) 840,522 872,984 1,348,079 1,808,454 1,975,252

中間（当期）純利益（千円) 456,637 525,622 764,866 770,210 1,003,844

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円) 4,150,000 4,150,000 4,150,000 4,150,000 4,150,000

発行済株式総数（株) 32,732,800 32,732,800 32,732,800 32,732,800 32,732,800

純資産額（千円) 31,467,814 31,958,180 32,881,641 31,919,102 31,977,826

総資産額（千円) 36,815,153 38,330,622 42,633,260 38,048,983 39,930,967

１株当たり純資産額（円) 1,012.07 1,032.40 1,085.75 1,025.84 1,054.13

１株当たり中間(当期)純利益
（円) 

14.48 16.92 25.25 23.52 31.34

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当額
（円) 

6.00 8.00 9.00 14.00 16.00

自己資本比率（％) 85.5 83.4 77.1 83.9 80.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

833,330 24,771 598,344 2,764,971 531,169

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

△610,402 △409,623 △496,339 △2,589,431 △1,402,218

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円) 

△542,268 △388,299 354,970 △743,343 △628,855

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高（千円) 

1,784,093 762,446 492,666 1,535,597 35,691

従業員数（人) 431 427 432 429 440



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 432 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まりの不安要素はあるものの、企業収益の回復と順調な設備投資・

設備更新を背景に、個人消費や雇用環境が改善するなど、景気の踊り場脱却に向けて緩やかな回復が続きました。また、原油

高によるコージェネ市場での設備投資の見合わせ等が一部の市場では散見され、平成１８年１月以降の方向観を見定めにくい

状況ではありますが、当中間会計期間は総じて拡大基調で推移致しました。 

 このような経営環境の中、引き続き生産性の向上・売価改善、また新製品開発・新市場開拓・現有市場の深耕等に努めまし

た結果、当中間会計期間の受注高は１４５億８千８百万円（前年同期比１４２.９％）、売上高は１０５億６千万円（同１１

５.６％）となりました。 

 全社の輸出売上高は１３億７千６百万円（前年同期比１２９.７％）で輸出売上比率１３.０％（前年同期１１.６％）であり

ます。 

 なお、売上増の主たる要因は、国内景気の堅調さに基づく幅広い分野での設備投資・更新に起因する需要であり、短納期案

件が多くを占めたためであります。 

 既に、平成１７年８月３０日に公表致しております「熱交換器部門の大幅受注増」は、売上高・利益への貢献は主として来

期以降となります。 

 使用総資本は４２６億３千３百万円（前期末比１０６.８％）、うち株主資本は３２８億８千１百万円（同１０２.８％）

で、株主資本比率は７７.１％（前期末８０.１％）となりました。 

 利益面では平成１４年度を底にＶ字型回復を果たし、当中間会計期間においては原材料高騰等の影響は残りましたものの、

売上増やコスト削減、売価改善、原価・損益試算の精査等で、営業利益９億８千８百万円（前年同期比１８７.５％）、経常利

益１３億４千８百万円（同１５４.４％）となりましたが、鴻池事業所建屋解体等による固定資産除却損１億６千１百万円を特

別損失に計上致しました結果、税引後の純利益は７億６千４百万円（同１４５.５％）となりました。 

 次に製品別の概況を申し上げます。 

熱交換器 

 受注面では、ＬＮＧプラント建設（ＬＮＧ…Ｌｉｑｕｅｆｉｅｄ Ｎａｔｕｒａｌ Ｇａｓ、液化天然ガス。主に発電

所等に使用されます）には、大型熱交換器を組み込んだＣＣＳ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｃｏｏｌｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ、冷却

設備。プラントを稼動させるためには機械類の冷却が必要ですが、中東では淡水自体の絶対量が不足しており、冷却水を

循環させ、その冷却水を海水で冷やす方法が採用されるため、海水に耐えられるチタン製プレート熱交換器が心臓部分と

して設置されるシステムであります）の導入が必須となっており、当社の高性能・世界最大の最新超大型チタン製プレー

ト式熱交換器がこれに該当し、中東のＬＮＧプラント建設ラッシュによる超大型熱交換器の年初からの引き合いは「世界

的なチタン不足」の影響から受注を懸念しておりましたが、チタン材入手の目途が立ち、大口契約に結びつけることが出

来ました。同時に、中東におけるエチレン等化学プラントの受注も成約致しました。 

 次に、売上面に関しましては、前述致しました通り、国内設備投資の堅調さ、更に設備更新需要に基づく中小型の短納

期案件での売上増であります。また、昨年度より本格化させましたメンテナンス事業も順調に拡大して来ております。 

 利益面では、売価改善・生産性の向上により、利益率は改善されました。 

 以上の結果、熱交換器の売上高は３６億７千３百万円（前年同期比１３２.０％）、うち輸出高４億７千９百万円（同１

０２.３％）輸出売上比率１３.１％となりました。 

 当中間会計期間当初の、ＬＮＧプラント等の「ＣＣＳ」関連の大口受注案件は、「世界的なチタン材料不足」（急激な

チタン需要の増加－民間航空機・防衛産業・電力・船舶等）の中で、各メーカーの前倒し発注となったものです。当社が

選択されている理由は「世界最大の超効率プレートを開発」し、市場実績化に邁進してきた結果、「市場で競争力が強化

され」現在の引き合い増に結びついていると確信しております。今回のプラント関連の特需は、世界的に高騰する原油高

を背景に、米国がＬＮＧ購入の長期引き取り保証（２５年間）を出したことにより、市場が大きく動いていることにより

ます。そのため、関連するプラント・船舶等の急激な需要拡大に繋がっております。当社への引き合いの急増は、上記理

由によるものですが、それに輪を掛けて、チタン材の供給不足が各メーカーの発注前倒しにつながっています。現時点で

は材料調達等の制約ですべての引き合いに対処できる状況ではありませんが、当社はこれまでも国内ではトップクラスの

チタン材消費メーカーであり、材料供給メーカーとの良好な関係の中で、材料確保に努力していく予定であります。当社

と致しましては、材料価格及び供給量の確保の確認を取りながら、原価・損益試算の精査を行い、急増する引き合いに順

次対応していく計画であります。 

 なお、今後相当長期間、中東でのプラント事業、関連する船舶（ＬＮＧ輸送タンカーの需要増）、中国でのインフラ強

化事業が続くと予測されます。現在の状況を正確に把握し「機会損失」を最小限に抑え、現在の状況を当社発展のチャン

スと捉え、活動を行う計画であります。 



産業機器 

 産業機器として取り扱っております製品は、複数枚のプレートを銅・ニッケル箔等で金属ロウ付けした熱交換器（＝ブ

レージングプレート式熱交換器）を国内で初めて開発して以来数年を経て、大型先行投資の償却費負担を吸収して、通期

での黒字転換が視野に入って参りました。 

 受注・売上ともに、業務用個別空調機市場、或いはミストサウナ・エコ給湯市場等のＯＥＭ供給分野では順調に推移し

てきましたが、一部業務用冷凍機と一般産業機器向けの市場では厳しい環境下にあります。 

 その中で、歩留まりの向上や生産体制の見直しなど、依然として解決すべき課題はありますが、徐々に市場での認知度

も高まり、全体としては計画以上の成果を残し、今後に期待できる状態となっております。 

 なお、平成１７年１月に技術提携を致しました株式会社進和（東・名証第１部）の子会社である「煙台進和接合技術有

限公司」での中国市場向けの受注・売上は業績に寄与しつつあります。 

 ブレージングプレート式熱交換器の活用可能市場開拓は今後の重要課題ではありますが、市場自体は成長過程にあり、

また製品の類似性からしましても中期的には利益率も熱交換器と同等にまで昇華させたい所存であります。 

 また一般産業向けの大型ブレージングプレート式熱交換器で、ニッケル箔に代わりニッケルパウダーを使用するブレー

ジングプレート式熱交換器の開発は、歩留まり率の向上のみが市場投入までの課題となっております。 

 以上の結果、産業機器の売上高は９億３百万円（同１１９.７％）となりました。 

食品化学機械 

 食品ＢＵ（＝ビジネスユニット）が無菌米飯システムの大型受注により計画を達成致しましたが、その他のＢＵでは未

達成となるなど受注面で若干の苦戦が見られました。元来、大型案件に業績が左右される部門の性格上、発注時期のずれ

等により、トータル的なブレは大きくなる傾向にあります。 

 その中、売上面では液体ＢＵで一部納期延期があったものの、全般としては概ね計画通りでありました。 

 利益面では、プラントエンジニアリング力の向上により、大きな開発費の支出はなく、全般としては概ね計画通りであ

りましたが、新建屋が完成したことにより、下期は償却負担が増加致します。 

 なお、新市場開拓につながる新製品開発では、顧客や関連大手メーカーとのコラボレーションによる開発を着実に進め

て来ております。 

 以上の結果、食品化学機械の売上高は３１億４千２百万円（同１０４.４％）、うち輸出高２億８千９百万円（同６４

７.２％）、輸出売上比率９.２％となりました。 

染色仕上機械 

 一時持ち直しておりました北陸市場の業績不振など、染色業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況にありますが、

染色時間の大幅削減及び染色加工過程での最大のランニングコストである使用水量削減を可能にした「ニュー・サーキュ

ラー」を市場投入し、国内景気が緩やかながら回復傾向にある中で、ユーザーの設備更新投資意欲を揺り動かすことが出

来、概ね計画通りでありました。 

 なお、海外市場では、先般シンガポールで行われました、繊維機械国際見本市「アジアＩＴＭＡ」への出品で、東南ア

ジアでの顧客層を中心にＰＲを実施し、多数の引き合いを得ておりますが、引き続き利益確保を精査した上での受注姿勢

で対応しております。 

 また、現状では染色加工が困難とされる素材にも使用可能で、且つ廃液を極力抑えることで環境に配慮した、炭酸ガス

の超臨界状態を利用した超臨界二酸化炭素テキスタイル加工技術開発も順調に進み、実用化および洗浄分野等での応用に

向けた開発も進んでおります。 

 以上の結果、染色仕上機械の売上高は１２億５千８百万円（同１０１.８％）、うち輸出高４億１千万円（同９７.

７％）で、輸出売上比率３２.６％となりました。 



バルブ 

 中・小型の熱交換器と同様に、国内景気の堅調さの恩恵を受け、また環境問題であるＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の

安全な処理を行うプラントでの大型受注もあり、受注・売上ともに好調に推移し、売上計画を達成することが出来まし

た。 

 今後は、ＬＮＧプラント関連での大型需要も見込まれており、更なる売上増加が期待出来る状況であります。 

 また、小型機種などの当月受注当月売上案件を中心に、業界全体の売価改善も売上増加の一因を担っております。 

 更に、メタルシールバルブ等の高機能・特殊分野での新製品の開発も計画通りに進行中であります。 

 以上の結果、バルブの売上高は１５億６百万円（同１１４.３％）、うち輸出高は１億７千５百万円（同１３８.８％）

で、輸出売上比率１１.６％となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益が１３億１千６百万円と前中

間会計期間末の８億５千３百万円に比べ大幅に増加致しましたが、固定資産の取得等による支出要因があったことから、前中

間会計期間末に比べ２億６千９百万円減少し、当中間会計期間末には４億９千２百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、５億９千８百万円（前年同期比２,４１５.５％）となりました。 

 これは主に、税引前中間純利益の増加によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は４億９千６百万円（同１２１.２％）となりました。 

 これは主に、固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、３億５千４百万円（前年同期は３億８千８百万円の支出）となりました。 

 これは主に、短期借入金の増加によるものです。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、総製造費用に基づいております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 2,821,260 149.3 

産業機器 802,324 122.5 

食品化学機械 2,537,877 93.0 

染色仕上機械 1,029,650 102.5 

バルブ 1,158,201 104.6 

合計 8,349,313 113.0 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 7,580,245 211.9 

産業機器 908,892 115.9 

食品化学機械 3,221,523 106.6 

染色仕上機械 1,249,888 93.9 

バルブ 1,551,879 106.4 

その他 75,839 223.2 

合計 14,588,269 142.9 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

熱交換器 3,673,671 132.0 

産業機器 903,504 119.7 

食品化学機械 3,142,668 104.4 

染色仕上機械 1,258,905 101.8 

バルブ 1,506,191 114.3 

その他 75,839 223.2 

合計 10,560,781 115.6 



３．当中間会計期間及び前中間会計期間の輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。 

４．主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。 

５．総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は技術３原則を定め、「熱・エネルギー、食品・医療、染色・環境、バルブ・制御」の開拓者として、ユーザーのニーズ

に適合した製品を開発し、業界に貢献すべく研究開発活動を展開しております。鴻池事業所及び淀川事業所には、研究開発実験

室を設け、ユーザー・大学・公共研究機関などと技術交流を行い、研究開発の実を上げております。 

 なお、当中間会計期間においては受託研究活動が中心であり、「研究開発費等に係る会計基準」に定める研究開発費にあたる

ものはありません。 

  

  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 

  1,061,055 11.6 1,376,310 13.0 

  輸 出 先 前中間会計期間 当中間会計期間 

  アジア 70.6 ％ 76.4 ％ 

  中東 18.1 2.7 

  ヨーロッパ 2.9 3.8 

  北米 1.1 15.1 

  中南米 4.6 0.1 

  アフリカ 0.4 0.7 

  オセアニア 2.3 1.2 

  合計 100.0 100.0 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

(1） 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました重要な設備の新設について完了したものは次のとおりで

あります。 

 「『Ｒ－０５』３ヵ年計画」における鴻池事業所の熱交換器及び食品化学機械の工場棟については、平成17年９月に

完成し、順次生産を開始しております。 

 なお、平成17年９月から起工しております食品化学機械の工場棟は、当初計画通りに平成18年３月に完成予定であり

ます。 

(2） その他の主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1） 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 平成17年８月30日に発表致しました、「『Ｒ－０５』３ヵ年計画」で計画しておりましたプレート式熱交換器にお

ける主力設備「２万トンプレス」の正式発注を行いました。総額は関連設備を含み、２０数億円であります。 

 設備計画に対する資金の調達は、自己資金及び金融機関からの借入で行います。 

 なお、今後様々な要因によって変更となる可能性があります。また、金額には消費税等を含んでおりません。 

(2） 重要な改修 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 129,020,000 

計 129,020,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,732,800 32,732,800
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 32,732,800 32,732,800 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 32,732,800 － 4,150,000 － 5,432,770



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．自己株式2,447千株は除いております。 

２．上記、ＵＦＪ信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は106千株であります。 

３．ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月１日付をもって三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社となりました。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スティールパートナーズジャ
パンストラテジックファンド
オフショアエルピー 

東京都中央区日本橋１丁目４－１ 3,185 9.73 

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目４－１ 3,003 9.17 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１丁目８－12 1,491 4.55 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,156 3.53 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 912 2.78 

因幡電機産業株式会社 大阪市西区立売堀４丁目11－14 910 2.78 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－３ 747 2.28 

難波 君子 兵庫県川西市緑台１丁目１－40 691 2.11 

株式会社タクマ 大阪市北区堂島浜１丁目３－23 642 1.96 

日本金属工業株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目１－１ 600 1.83 

計 － 13,340 40.75 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,447,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,823,000 29,823 － 

単元未満株式 普通株式  462,800 － － 

発行済株式総数 32,732,800 － － 

総株主の議決権 － 29,823 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社日阪製作所 
大阪市中央区伏見町
４丁目２番14号 

2,447,000 － 2,447,000 7.47

計 － 2,447,000 － 2,447,000 7.47

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,148 1,110 1,039 1,129 1,280 1,422 

最低（円） 1,050 962 970 1,037 1,109 1,221 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については、中央青山監査法人による中間監査を

受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では子会社の

資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいもの

として、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

  

資産基準 0.4％ 

売上高基準 0.9％ 

利益基準 1.1％ 

利益剰余金基準 0.2％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   62,400  492,666 35,691  

２．受取手形   2,288,858  2,786,974 2,574,063  

３．売掛金   4,648,862  5,270,944 5,026,964  

４．有価証券   1,347,669  1,707,560 360,516  

５．たな卸資産   2,855,881  3,405,620 3,062,777  

６．その他 (※3) 523,231  547,069 661,295  

貸倒引当金   △40,000  △50,000 △40,000  

流動資産合計    11,686,903 30.5 14,160,835 33.2  11,681,309 29.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 (※1)     

(1）建物   1,835,163  3,588,889 2,097,953  

(2）機械及び装置   1,232,319  1,120,254 1,200,808  

(3）その他   1,219,106  1,656,246 1,333,581  

有形固定資産合
計 

  4,286,590  6,365,390 4,632,342  

２．無形固定資産       

(1）ソフトウエア   77,483  78,520 80,987  

(2）その他   6,095  4,571 6,095  

無形固定資産合
計 

  83,578  83,092 87,082  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   20,106,759  19,890,759 21,338,762  

(2）その他   2,261,189  2,175,984 2,237,233  

貸倒引当金   △94,398  △42,802 △45,763  

投資その他の資
産合計 

  22,273,550  22,023,941 23,530,232  

固定資産合計    26,643,718 69.5 28,472,424 66.8  28,249,657 70.7

資産合計    38,330,622 100.0 42,633,260 100.0  39,930,967 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   1,798,749  1,708,430 1,928,228  

２．買掛金   2,818,150  2,826,540 2,902,155  

３．短期借入金   －  1,300,000 687,000  

４．１年以内返済予定
の長期借入金 

  10,000  － －  

５．未払法人税等   283,306  619,013 411,457  

６．賞与引当金   370,000  540,000 400,000  

７．製品保証引当金   67,900  65,700 69,400  

８．その他   449,292  1,607,268 679,675  

流動負債合計    5,797,399 15.1 8,666,952 20.3  7,077,917 17.7

Ⅱ 固定負債       

１．長期前受金   13,282  8,855 11,068  

２．退職給付引当金   1,317  2,426 2,141  

３．厚生年金基金解散
損失引当金 

  462,354  462,354 462,354  

４．役員退職引当金   92,969  112,085 105,590  

５．その他   5,118  498,944 294,068  

固定負債合計    575,042 1.5 1,084,666 2.6  875,223 2.2

負債合計    6,372,441 16.6 9,751,618 22.9  7,953,141 19.9

              

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    4,150,000 10.8 4,150,000 9.7  4,150,000 10.4

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   5,432,770  5,432,770 5,432,770  

資本剰余金合計    5,432,770 14.2 5,432,770 12.7  5,432,770 13.6

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   1,037,500  1,037,500 1,037,500  

２．任意積立金   18,765,175  18,765,175 18,765,175  

３．中間（当期）未処
分利益 

  2,715,142  3,429,198 2,945,722  

利益剰余金合計    22,517,818 58.7 23,231,874 54.5  22,748,397 57.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   715,488 1.9 1,610,448 3.8  1,174,469 2.9

Ⅴ 自己株式    △857,897 △2.2 △1,543,451 △3.6  △1,527,811 △3.8

資本合計    31,958,180 83.4 32,881,641 77.1  31,977,826 80.1

負債資本合計    38,330,622 100.0 42,633,260 100.0  39,930,967 100.0

              



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    9,135,999 100.0 10,560,781 100.0  19,403,396 100.0

Ⅱ 売上原価    7,100,229 77.7 7,979,269 75.6  15,124,529 77.9

売上総利益    2,035,769 22.3 2,581,511 24.4  4,278,866 22.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,508,623 16.5 1,592,916 15.0  2,915,044 15.1

営業利益    527,146 5.8 988,595 9.4  1,363,822 7.0

Ⅳ 営業外収益 (※2)  353,345 3.9 367,110 3.5  634,168 3.3

Ⅴ 営業外費用 (※3)  7,506 0.1 7,626 0.1  22,738 0.1

経常利益    872,984 9.6 1,348,079 12.8  1,975,252 10.2

Ⅵ 特別利益       

固定資産売却益 (※4) － － － 129,871 129,871 1.2 － － －

Ⅶ 特別損失       

有価証券評価損   19,699  － 1,798  

固定資産除却損 (※5) － 19,699 0.3 161,917 161,917 1.5 287,873 289,671 1.5

税引前中間（当期）
純利益 

   853,284 9.3 1,316,033 12.5  1,685,580 8.7

法人税、住民税及び
事業税 

  290,000  628,000 712,000  

法人税等調整額   37,662 327,662 3.5 △76,832 551,168 5.3 △30,263 681,736 3.5

中間（当期）純利益    525,622 5.8 764,866 7.2  1,003,844 5.2

前期繰越利益    2,189,520 2,664,332  2,189,520 

中間配当額    － －  247,642 

中間（当期）未処分
利益 

   2,715,142 3,429,198  2,945,722 

              



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   853,284 1,316,033 1,685,580 

減価償却費   242,653 251,555 512,555 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △45,948 △47,737 △65,944 

役員退職引当金の増減額（減少：△）   △105,622 6,494 △93,001 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   6,413 7,039 △42,221 

製品保証引当金の増減額（減少：△）   △4,800 △3,700 △3,300 

賞与引当金の増減額（減少：△）   10,000 140,000 40,000 

受取利息及び受取配当金   △283,460 △333,017 △515,672 

支払利息   1,112 3,379 2,999 

有価証券評価損益（益：△）   △350 － △2,050 

有価証券売却益   △100 － △25,655 

有価証券売却損   1,000 － 1,000 

有価証券評価損   19,699 － 1,798 

固定資産売却益   － △129,871 △7,517 

固定資産除却損   3,325 161,917 287,873 

役員賞与の支払額   △34,000 △39,000 △34,000 

売上債権の増減額（増加：△）   △447,412 △125,126 △975,212 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △450,567 △357,304 △800,000 

仕入債務の増減額（減少：△）   534,660 △295,413 748,145 

未払消費税等の増減額（減少：△）   △90,749 △1,738 △126,025 

その他   △48,157 159,364 100,495 

小計   160,980 712,875 689,846 

利息及び配当金の受取額   299,664 309,291 592,932 

利息の支払額   △1,112 △3,379 △2,999 

法人税等の支払額   △434,761 △420,443 △748,610 

営業活動によるキャッシュ・フロー   24,771 598,344 531,169 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出   △583,082 － △583,082 

有価証券の売却による収入   600,000 360,000 794,155 

固定資産の取得による支出   △259,315 △1,429,487 △970,911 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

固定資産の売却による収入   － 138,307 8,699 

投資有価証券の取得による支出   △1,025,444 △325,634 △2,453,788 

投資有価証券の売却による収入   809,463 805,476 1,817,838 

関係会社設立による支出   － － △14,100 

固定資産の解体撤去及び移設による支
出 

  － △149,514 △182,287 

その他   48,755 104,511 181,257 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △409,623 △496,339 △1,402,218 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△減少額）   － 613,000 687,000 

長期借入金の返済による支出   △8,000 － △18,000 

自己株式の取得による支出   △131,642 △15,639 △801,557 

配当金の支払額   △248,656 △242,389 △496,298 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △388,299 354,970 △628,855 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）   △773,151 456,974 △1,499,905 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   1,535,597 35,691 1,535,597 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高   762,446 492,666 35,691 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券 同左 満期保有目的債券 

   償却原価法    償却原価法 

  子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  時価のあるもの   時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）。ただし、区分処理で

きないデリバティブ組込債券

については時価法（売却原価

は移動平均法により算定）。 

   期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）。ただし、区分処理でき

ないデリバティブ組込債券に

ついては時価法（売却原価は

移動平均法により算定）。 

  時価のないもの   時価のないもの 

   移動平均法による原価法    移動平均法による原価法 

  ───── (2)デリバティブ 

 時価法 

(2)デリバティブ 

 時価法 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品 同左 同左 

   総平均法による低価法     

  半製品     

   総平均法による低価法     

  原材料     

   総平均法による低価法     

  仕掛品     

   個別法による原価法     

  貯蔵品     

   最終仕入原価法による原価法     

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物   ３年～50年 

  機械装置 ４年～12年 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

  (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 

   販売した製品の無償サービス

費用に充てるため、特定のもの

については個別に検討して必要

額を計上し、その他は当中間会

計期間における売上高に過年度

の実績比率を乗じて計上してお

ります。 

同左  販売した製品の無償サービス

費用に充てるため、特定のもの

については個別に検討して必要

額を計上し、その他は売上高に

過年度の実績比率を乗じて計上

しております。 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

同左  従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 また、当社は総合設立型厚生

年金基金制度を有しております

が、自社の拠出に対応する年金

資産額を合理的に計算できない

ため、掛金拠出額（会社負担

分）を費用処理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 また、当社は総合設立型厚生

年金基金制度を有しております

が、自社の拠出に対応する年金

資産額を合理的に計算できない

ため、掛金拠出額（会社負担

分）を費用処理しております。 

 なお、当該厚生年金基金につ

きましては平成17年11月22日開

催の同基金代議員会において解

散決議を行っており、適格退職

年金制度につきましては新確定

給付年金制度へ全額移行してお

ります。 

 また、従業員の退職等に際し

て、退職加算金を支払う場合が

あります。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生時の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

 また、当社は総合設立型厚生

年金基金制度を有しております

が、自社の拠出に対応する年金

資産額を合理的に計算できない

ため、掛金拠出額（会社負担

分）を費用処理しております。 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (5）厚生年金基金解散損失引当金 (5）厚生年金基金解散損失引当金 (5）厚生年金基金解散損失引当金 

   厚生年金基金の解散時におけ

る最低責任準備金の積立不足に

よる一時金の支払に備えるた

め、当社負担見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

  (6）役員退職引当金 (6）役員退職引当金 (6）役員退職引当金 

   役員の退任により支出する退

職慰労金に充てるため、内規に

基づく中間期末退職慰労金要支

給額を計上しております。 

同左  役員の退任により支出する退

職慰労金に充てるため、内規に

基づく期末退職慰労金要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ───── (1）ヘッジ会計の処理方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理

によっております。 

同左 

    (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 為替予約 

 ヘッジ対象 売掛金、買掛

金 

  

    (3）ヘッジ方針 

 為替リスク低減のため、対

象債権債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

  

    (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断

しております。 

  

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金、取得日から満期日までの期

間が３か月以内の定期預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資であり

ます。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７．税効果会計  中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分による圧

縮積立金の取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額を計算

しております。 

同左 ───── 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減

額」は、当中間会計期間より「その他」に含めておりま

す。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「未払金の増減額」は△7,966千円であります。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当中間会計期間から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割20,000千円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。 

───── （外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会平成16

年２月13日）が公表されたことに伴

い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割40,000千円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 
9,076,821千円 8,843,666千円 8,773,419千円 

 ２．偶発債務       

(1）裏書譲渡手形 358,891千円 517,823千円 448,668千円 

(2）輸出割引手形 6,006千円 71,644千円 25,560千円 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺の上、金額的重要性に乏

しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺の上、金額的重要性に乏

しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 
  

有形固定資産 229,086千円

無形固定資産 13,567千円

  
有形固定資産 235,265千円

無形固定資産 16,289千円

有形固定資産 485,159千円

無形固定資産 27,396千円

※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの ※２．営業外収益のうち主なもの 
  

受取利息 1,892千円

有価証券利息 244,913千円

受取配当金 36,654千円

有価証券売却益 100千円

有価証券評価益 350千円

  
受取利息 2,766千円

有価証券利息 253,996千円

受取配当金 76,254千円

有価証券売却益 －千円

有価証券評価益 －千円

受取利息 3,809千円

有価証券利息 457,723千円

受取配当金 54,138千円

有価証券売却益 25,655千円

有価証券評価益 2,050千円

※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの ※３．営業外費用のうち主なもの 
  

支払利息 1,112千円
 

支払利息 3,379千円 支払利息 2,999千円

───── ※４．固定資産売却益の内訳 ───── 

  
  

土地 129,871千円   

───── ※５．固定資産除却損の内訳 ※５．固定資産除却損の内訳 

  
  

建物 7,238千円

機械及び装置 3,277千円

その他 1,887千円

解体撤去及び移

設費用 

 

149,514千円

建物 80,852千円

機械及び装置 23,905千円

その他 827千円

解体撤去及び移

設費用 

 

182,287千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 62,400千円

取得日から３か月以内に満期日、償
還日が到来する短期投資（有価証券
勘定） 

  700,045千円

現金及び現金同等物 762,446千円

  
現金及び預金勘定 492,666千円

取得日から３か月以内に満期日、償
還日が到来する短期投資（有価証券
勘定） 

  －千円

現金及び現金同等物 492,666千円

現金及び預金勘定 35,691千円 

取得日から３か月以内に満期日、償
還日が到来する短期投資（有価証券
勘定） 

  －千円 

現金及び現金同等物 35,691千円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

71,267 50,916 20,350

合計 71,267 50,916 20,350

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

100,987 29,779 71,207

合計 100,987 29,779 71,207

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品 

44,117 28,498 15,618 

合計 44,117 28,498 15,618 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 11,167千円

１年超 9,532千円

合計 20,700千円

  
１年以内 17,491千円

１年超 53,956千円

合計 71,447千円

１年以内 7,848千円

１年超 8,385千円

合計 16,234千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、減損損失及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  
支払リース料 9,343千円

減価償却費相当額 8,961千円

支払利息相当額 230千円

  
支払リース料 5,973千円

減価償却費相当額 5,773千円

支払利息相当額 229千円

支払リース料 17,262千円

減価償却費相当額 15,793千円

支払利息相当額 948千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 利息相当額の算定方法は、リ

ース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

同左 同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、株式の減損処理19,699千円を実施しました。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

  

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 13,002,648 11,406,304 △1,596,344 

合計 13,002,648 11,406,304 △1,596,344 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 2,383,289 3,231,644 848,354 

(2)債券 3,692,157 4,054,642 362,485 

(3)その他 113,351 113,505 153 

合計 6,188,798 7,399,791 1,210,992 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 311,942 

フリー ファイナンシャル ファンド 400,042 

マネー・リザーブ・ファンド 300,003 

貸付信託 40,000 



当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、減損処理は実施しておりません。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

  

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 11,700,436 10,386,557 △1,313,879 

合計 11,700,436 10,386,557 △1,313,879 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 3,656,150 6,083,763 2,427,613 

(2)債券 3,202,014 3,503,974 301,960 

(3)その他 － － － 

合計 6,858,165 9,587,738 2,729,573 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 310,144 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、減損処理は実施しておりません。 

なお、減損処理の対象銘柄は以下の基準としております。 

①時価の下落率が50％以上の銘柄について全銘柄 

②２期連続して時価の下落率が30％以上50％未満の銘柄について全銘柄 

  

３．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

  

  
貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債・地方債等 12,500,638 10,901,640 △1,598,998 

合計 12,500,638 10,901,640 △1,598,998 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 3,330,515 5,008,376 1,677,860 

(2)債券 3,461,877 3,774,394 312,516 

(3)その他 105,476 105,725 248 

合計 6,897,869 8,888,495 1,990,626 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 310,144 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるために、外貨建の売掛金について一部為替予約取引を利用しておりますが、

ヘッジ会計が適用されているため注記事項としての記載事項はありません。 

 また、短期資金の運用を図るため、債券に対する投資を行っておりますが、この債券にオプション取引が組み込まれてい

るものがあります。なお、当該オプション取引は、その契約が債券に係る契約と区分されていないため、開示の対象とはし

ておりません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,032.40円

１株当たり中間純利益 16.92円

  
１株当たり純資産額 1,085.75円

１株当たり中間純利益 25.25円

１株当たり純資産額 1,054.13円

１株当たり当期純利益 31.34円

 なお、潜在株式調整後1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

同左  なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 525,622 764,866 1,003,844 

普通株主に帰属しない金額
（千円） 

－ － 39,000 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

（－） （－） （39,000） 

普通株式に係る中間（当期）
純利益（千円） 

525,622 764,866 964,844 

期中平均株式数（千株） 31,067 30,292 30,789 



(2）【その他】 

 平成17年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

  (イ)中間配当による配当金の総額 272百万円   

  (ロ)１株当たりの金額 9円00銭   

  (ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月12日  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第76期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日近畿財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 平成16年８月27日決議 

 報告期間（自平成17年３月１日 至平成17年３月31日） 平成17年４月８日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年４月１日 至平成17年４月30日） 平成17年５月９日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年５月１日 至平成17年５月31日） 平成17年６月２日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年６月１日 至平成17年６月30日） 平成17年７月７日近畿財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 平成17年８月26日決議 

 報告期間（自平成17年８月26日 至平成17年８月31日） 平成17年９月16日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年９月１日 至平成17年９月30日） 平成17年10月13日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年10月１日 至平成17年10月31日） 平成17年11月７日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年11月１日 至平成17年11月30日） 平成17年12月１日近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 日 阪 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製作所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社日阪製作所の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株 式 会 社 日 阪 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日阪製作所

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社日阪製作所の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 岡 茂 彦 
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